
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE ANA HOLDINGS INC.

最終更新日：2016年10月31日
ＡＮＡホールディングス株式会社

代表取締役社長 片野坂 真哉

問合せ先：コーポレートコミュニケーション室グループ総務部長 原 雄三 TEL：03-6735-1001

証券コード：9202

http://www.ana.co.jp/group/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社グループは、「グループ経営理念」に基づき、当社グループが様々なステークホルダーの価値創造に資する経営を行うとともに、会社の持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、グループ各社が迅速な意思決定を行い、当社がグループ各社の業務執行を監督する
持株会社体制を採用しています。 
当社が当社グループの経営において主導的な役割を果たし、グループ全体の経営方針や目標を定めつつ、グループ各社の経営の監督を行い、
透明・公平かつ迅速・果断な意思決定を行うことを目的として、コーポレートガバナンス体制を構築し、その充実に継続的に取り組みます。 
なお、当社は、監査役設置会社の形態を採用しており、取締役会と監査役により、取締役の職務執行の監督及び監査を行っております。さらに、
社外取締役の選任をはじめとする取締役会の監督機能の強化、常勤の社外監査役の選任等による監査役の監査機能の強化を図っています。 

＜グループ経営理念＞ 
安心と信頼を基礎に、世界をつなぐ心の翼で 夢にあふれる未来に貢献します 

当社グループにとって、「安心と信頼」は、当社グループとお客様との約束であり、経営の根幹に位置付けられる責務です。航空事業を中核とする
当社グループは、「挑戦し続ける」「強く生まれ変わる」「いつもお客様に寄り添う」気持ち、「心の翼」をもって、永続的にこれからの社会の発展に
貢献し、「夢にあふれる未来」創りの一翼を担っていきます。 

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について全てを実施しております。 

当社のコーポレートガバナンスに対する取り組みについては、本報告書の他、当社が策定した「コーポレートガバナンス基本方針」、「株主総会招
集ご通知」、「有価証券報告書」、「アニュアルレポート」、「当社ホームページ」等に掲載しておりますので、ご参照ください。コーポレートガバナン
ス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次のとおりです。

【原則1-4】（いわゆる政策保有株式） 
当社は、当社グループの事業を拡大・発展させていく上で、関係取引先との協力関係の維持・強化が必要であると考えています。 
航空事業を中核とする当社グループは、円滑な事業の継続、業務提携や営業上の関係強化による収益拡大等の視点から、中長期的な企業価
値の向上に資すると判断した場合に、政策的に株式を保有することとしています。 
政策的に保有する株式の議決権行使については、当該企業の中長期的な企業価値向上や、当社グループの事業に与える影響等を議案毎に検
証した上で、当該企業との対話の結果等を踏まえて総合的に勘案し、適切に判断します。 

【原則1-7】（関連当事者間の取引） 
当社と取締役との間での競業取引及び利益相反取引については、法令及び社内規則である「取締役会規程」に基づき、取締役会における承認
を得ることとしており、承認された枠組みの範囲内で当該取引を実施した場合には、重要な事実を取締役会に報告することとしています。 
当社と取締役以外の関連当事者との間での取引については、社内規定に従い、取引の規模及び重要性に応じて、必要な決裁を実施しており、そ
の内容については、内部監査部門が定期的に監査するとともに、決裁の内容を監査役が常時閲覧できる体制としています。 

【原則3-1】（情報開示の充実） 
（1）当社は、「グループ経営理念」「グループ経営ビジョン」「グループ行動指針(ANA's Way)」を定め、当社ホームページに公開していますので、ご
参照ください。
http://www.ana.co.jp/group/about-us/vision/
中期経営戦略についても、当社ホームページに公開していますので、ご参照ください。
http://www.ana.co.jp/group/pr/201601/20160129-2.html

（2）当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、「コーポレートガバナンス基本方針」を定め、当社ホームペー
ジに公開していますので、ご参照ください。
http://www.anahd.co.jp/company/data/governance/pdf/governance151210.pdf

（3）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きは、「コーポレートガバナンス基本方針」の「5.役員報酬」及び本報告書の「2.1.
【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載していますので、ご参照ください。

（4）取締役及び監査役の選任に関する方針は、「コーポレートガバナンス基本方針」の「3.取締役および取締役会」及び「4.監査役および監査役
会」、本報告書の「2.2.業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」に記載してい
ますので、ご参照ください。

（5）取締役候補・監査役候補の選任理由については、「第71回定時株主総会招集ご通知」に記載していますので、ご参照ください。 



２．資本構成 

【大株主の状況】

 

【補充原則4-1-1】（経営陣に対する委任の範囲の概要） 
当社の取締役会は、経営戦略等の経営の基本方針、その他経営上の重要な事項、並びに法令・定款に基づき取締役会が決定する重要な業務
執行の意思決定を行うこととしており、その基準は社内規則である「取締役会規程」に定めています。 
取締役会が決議する事項以外の意思決定及び業務執行の意思決定は、社内規則である「職務権限規程」において明確化し、常勤取締役・常勤
監査役他を構成員とする「グループ経営戦略会議」、代表取締役社長等に最終決定を委任しています。また、取締役会から委任された事項のう
ち、重要な意思決定の結果及び重要な業務執行の状況については、取締役会に報告することとしており、取締役会は当該報告を通じて、「グルー
プ経営戦略会議」及び代表取締役社長等による意思決定及び業務執行を監督しています。 
 
【原則4-8】（独立社外取締役の有効な活用） 
取締役10名のうち、他企業の経営経験者であり、グローバルな視野や地域にねざした視点を有し、専門性と独立性を有する社外取締役を３名選
任しています。 
 
【原則4-9】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質） 
社外取締役及び社外監査役の当社からの独立性に関する基準については、「コーポレートガバナンス基本方針」及び本報告書の「2.1.【独立役員
関係】その他独立役員に関する事項」に記載していますので、ご参照ください。 
 
【補充原則4-11-1】（取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方） 
取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方は、「コーポレートガバナンス基本方針」の「3.取締役および
取締役会」、本報告書の「2.2.業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」に記載
していますので、ご参照ください。 
 
【補充原則4-11-2】（取締役・監査役による他の上場会社の役員の兼任状況） 
取締役・監査役の他の上場会社の役員との兼任状況については、 「株主総会招集ご通知」の参考書類及び事業報告、「有価証券報告書」におい
て、毎年開示しています。 
 
【補充原則4-11-3】（取締役会全体の実効性に関する分析・評価） 
１．評価の方法 
当社は、取締役会が絶えず自己評価を行い、取締役自らが取締役会及びガバナンスの在り方を常に考えながら工夫していくことが重要であると
考えており、少なくとも毎年１回、取締役会全体の実効性について、分析・評価・議論を行い、取締役会の実効性を高めるための改善に繋げてい
きます。 
2015年９月及び10月に、コーポレートガバナンス体制の在り方に加え、取締役会の目指すべき姿に関する議論を行い、11月に、取締役会全体の
実効性に関し、取締役の自己評価をベースとして、全取締役・全監査役による分析・評価を行いました。 
 
２．取締役会の実効性に関する分析・評価の結果 
多様な経験や専門性を有する社外取締役・社外監査役に対して、取締役会の重要議題を中心とした事前説明を実施することや、空港・整備・運
航・客室等の現場や施設の視察を通じた当社グループへの理解促進に取り組む等、社外取締役及び社外監査役に対する十分な支援が行われ
ること等によって、取締役会における活発な議論が行われていることを確認しました。当社の取締役会は、取締役会が十分に機能し、経営上重要
な事項の意思決定と業務執行の監督を適切に行うための実効性が確保されていると評価しています。 
一方、中長期の経営戦略等の当社グループの方針に係る議論を充実・拡大させることや、主要子会社の経営会議において議論した内容を当社
の取締役会で従来以上に共有し、取締役会の監督機能をさらに強化するための改善点を確認しました。 
取締役会全体の実効性評価を踏まえ、今後も継続的に取締役会の実効性の向上を図ってまいります。 
 
【補充原則4-14-2】（取締役・監査役に対するトレーニングの方針） 
社内取締役については、就任時に財務・会計、コンプライアンスに関連する外部セミナーを受講し、就任後においても、対象者の知識・経験等を
勘案した外部セミナー・研修の受講、個別コーチングを通じた知識の習得等を継続的に実施することとしており、会社がこれらの自己研鑽に必要
な支援を行います。また、役員集合研修や社外講師による講話・意見交換等を定期的に実施し、取締役に求められる役割を果たすために必要と
なる情報や知識を提供します。 
社内監査役については、経理・財務部門未経験者が就任した際には、財務会計に関連する外部セミナーを受講し、就任後においても、監査手
法・CSR・リスクマネジメント・コンプライアンス等のセミナーの中から、対象者の知識・経験等に応じた内容を受講することとしており、会社がこれら
の自己研鑽に必要な支援を行います。 
社外取締役及び社外監査役については、当社グループや航空業界に対する理解を深めるために、就任時に当社グループの業務内容の説明を
行い、就任後においても空港・整備・運航・客室等の現場や施設の視察をする機会を設けています。また、航空業界の基本知識に係わる講習
や、主要なグループ各社の事業内容の説明等を継続的に実施しています。 
 
【原則5-1】（株主との建設的な対話に関する方針） 
当社では、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために、常日頃より株主をはじめとする投資家との間で建設的な対話を行うことが
重要であると考えており、担当役員を配置し、担当部門を中心に社内の関係部署と連携して、情報発信及び株主意見の収集に取り組みます。株
主・投資家との建設的な対話の前提として、法令等に基づく開示はもとより、投資家にとって重要と判断される情報については、非財務情報も含
めて積極的な開示に努めるとともに、社内規則である「インサイダー取引防止規程」に則り、情報開示の公平性にも配慮します。 
株主をはじめとする機関投資家との対話については、IR部門が担当し、国内外機関投資家との日常的なミーティングの他、経営戦略等の重要事
項や業績推移については説明会を実施する等多様な機会を設定し、内容の充実に努めます。また、合理的な範囲で代表取締役社長やIR担当役
員等の取締役が直接対話をすることや、説明会等における対話の状況を経営会議に適宜フィードバックすることを通して、株主・機関投資家の意
見等を当社の経営に活かします。 
個人株主との対話については、総務部門が担当し、四半期毎に経営のトピックスや決算情報を説明する株主通信「ANA VISION」を発行する他、
「株主様専用サイト」を通じて、情報提供を含めた対話の促進に努めます。また、潜在株主である個人投資家向けに経営戦略や決算に関する説
明会を適宜実施します。 

外国人株式保有比率 10%未満



補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 101,023,000 2.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 94,788,308 2.69

名古屋鉄道株式会社 73,067,662 2.07

東京海上日動火災保険株式会社 40,397,158 1.14

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 40,237,000 1.14

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 38,512,000 1.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 38,333,000 1.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６） 38,278,000 1.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 38,000,000 1.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３） 37,853,000 1.07

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 空運業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

――― 

支配株主や親会社、上場子会社等、コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情はありません。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

森 詳介 他の会社の出身者

山本 亜土 他の会社の出身者

小林 いずみ 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

森 詳介 ○

当該取締役を独立役員に指定している。 
 
当該取締役は関西電力（株）の相談役で
あるが、当社と同社の間には特筆すべき
取引関係はない。

＜社外取締役選任理由＞ 
公共性の高い事業における経営者としての豊
富な経験と幅広い識見を活かし、取締役会に
おいて、経営資源の配分をはじめとするグル
ープ経営戦略等について積極的な意見・提言
を行っていただいており、グループの持続的な
企業価値の向上を目指すにあたり、取締役会
の監督機能のより一層の充実が図れると判断
し、社外取締役として選任している。 
 
＜独立役員指定理由＞ 
当該取締役は関西電力（株）の代表取締役会 
長であるが、当社と同社の間には特筆すべき 



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性 

補足説明 

【監査役関係】 

取引関係は無く、一般株主と利益相反が生じ
ることは無いと認識している。

山本 亜土 ○

当該取締役を独立役員に指定している。 
 
当該取締役は名古屋鉄道（株）の代表取 
締役会長であるが、当社と同社との間に 
は特筆すべき取引関係はない。また、当 
社グループと同社及び同社グループ企業
数社との間には航空券販売の受委託 
に関する取引等がある。

＜社外取締役選任理由＞ 
運輸業界における経営者としての豊富な経験
と幅広い識見を活かし、取締役会において、グ
ループ事業運営、投資案件をはじめとするグ
ループ経営戦略等について積極的な意見・提
言を行っていただいており、グループの持続的
な企業価値の向上を目指すにあたり、取締役
会の監督機能のより一層の充実が図れると判
断し、社外取締役として選任している。 
 
＜独立役員指定理由＞ 
当該取締役は名古屋鉄道（株）の代表取締 
役会長であるが、当社と同社の間には特筆 
すべき取引関係はなく、一般株主と利益相反 
が生じることは無いと認識している。また、同社
及び同社グループ企業数社と当社グループの
間には、航空券販売の受委託に関する取引等
がある。なお、同社は当社の実質筆頭株主で
はあるが、主要株主ではなく、その保有比率
は、５％未満である。

小林 いずみ ○ 当該取締役を独立役員に指定している。

＜社外取締役選任理由＞ 
民間金融機関および国際開発金融機関の代
表としての豊富な経験と幅広い識見を活かし、
取締役会において、グローバルな視点でグル
ープ経営戦略、女性の活躍をはじめとするダイ
バーシティ推進等について積極的な意見・提言
を行っていただいており、グループの持続的な
企業価値の向上を目指すにあたり、取締役会
の監督機能のより一層の充実が図れると判断
し、社外取締役として選任している。 
 
＜独立役員指定理由＞ 
当該取締役と当社との間には特筆すべき取引 
関係は無く、一般株主と利益相反が生じること 
はないと認識している。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

人事諮問委員会 4 0 1 3 0 0 社外取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 1 3 1 0 社外取締役

＜取締役候補者決定のプロセス＞ 
当社では、取締役候補者の選任を行う際に、意思決定の透明性、公平性を確保すべく、取締役会の諮問機関として、社外取締役が過半数を占め
る人事諮問委員会を設置し、取締役会において取締役候補者を決議する前に、同委員会において審議を行います。 
 
＜報酬決定のプロセス＞ 
当社では、取締役の報酬等の妥当性と決定プロセスの透明性を確保するために、取締役会の諮問機関として、社外取締役、社外有識者が過半
数を占める報酬諮問委員会を設けており、取締役会において報酬方針を決議する前に、同委員会において審議を行っております。 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

監査役の人数 5 名

会計監査人と監査役は、四半期に１回、その他必要に応じ、各事業所・グループ会社に対する監査状況についての報告及び情報交換を行ってい
ることに加え、会計監査人が監査役会に出席して年度監査報告を行うことや、監査役が会計監査人から適宜の報告聴取を行っています。 

会計監査人とグループ監査部は、定例内部監査及び金融商品取引法における「財務報告に係る内部統制報告制度」の年度方針説明・中間報
告・年度評価報告の報告聴取をはじめ、会計監査人によるグループ監査部へのインタビューの実施等を行っています。 

グループ監査部は、適宜、監査役に対して、各事業所・グループ会社に対する監査状況の報告及び情報交換を行っています。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大川 澄人 他の会社の出身者 △

松尾 新吾 他の会社の出身者

小川 英治 学者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大川 澄人 ○
当該監査役を独立役員に指定している。 

当該監査役は元金融機関役員である。

＜社外監査役選任理由＞ 
主に政策金融機関の代表としての豊富な経験
と幅広い識見を活かし、投資案件やグループ
経営戦略等について積極的に発言を行ってい
ただいており、当社監査体制をさらに強化でき
ると判断し、社外監査役に選任している。 

＜独立役員指定理由＞ 
平成18年10月に日本政策投資銀行の副総裁
を退任しており、いわゆる当社が融資を受けて
いる銀行の代表という立場にはないことから、
一般株主と利益相反が生じることは無いと認
識している。なお、平成28年９月末時点におい
て、当該監査役が過去に在籍した日本政策投
資銀行からの借入残高が32,762百万円となっ
ている。※連結総資産に占める割合は1.4％

＜社外監査役選任理由＞ 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

松尾 新吾 ○

当該監査役を独立役員に指定している。 

当該監査役は九州電力（株）の相談役を 
兼務しているが、当社と同社の間には特 
筆すべき取引関係はない。

主に公共性の高い事業における経営者として
の豊富な経験と幅広い識見を活かし、安全を
大前提とした事業運営、投資案件、グループ
経営戦略等について積極的に発言を行ってい
ただいており、当社監査体制をさらに強化でき
ると判断し、社外監査役に選任している。 

＜独立役員指定理由＞ 
当該監査役は九州電力（株）の相談役である 
が、当社と同社の間には特筆すべき取引関 
係は無く、一般株主と利益相反が生じることは 
無いと認識している。

小川 英治 ○

当該監査役を独立役員に指定している。 

当該監査役は一橋大学大学院商学研究
科教授を兼務しているが、当社と同大学
の間には特筆すべき取引関係はない。

＜社外監査役選任理由＞ 
主に国際金融等の専門家としての豊富な経験
と幅広い識見を活かし、投資案件や外国為
替、グループ経営戦略等について積極的に発
言を行っていただいており、当社監査体制をさ
らに強化できると判断し、社外監査役に選任し
ている。 

＜独立役員指定理由＞ 
当該監査役は一橋大学大学院商学研究科教
授であるが、当社と同大学の間には特筆すべ
き取引関係は無く、一般株主と利益相反が生
じることは無いと認識している。 

独立役員の人数 6 名

当社の社外取締役及び社外監査役（以下、「社外役員］）は、当社が定める「独立性判断基準」、並びに株式会社東京証券取引所が定める独立
性基準を満たしており、全ての社外役員を独立役員にしています。 
なお、当社は社外役員の独立性に関する考え方を明確にするため、以下のとおり「独立性判断基準」を定めています。 

＜独立性判断基準＞ 
当社における社外役員が独立性を有すると判断するために、以下の要件の全てに該当しないことが必要である。 

１．当社グループを主要な取引先(※1)とする者又はその業務執行者 
２．当社グループの主要な取引先(※1)又はその業務執行者 
３．当社グループの主要な借入先(※2)又はその業務執行者 
４．当社の大株主(※3)又はその業務執行者 
５．当社グループより、役員報酬以外に、多額の金銭その他の財産上の利益(※4)を得ている弁護士、公認会計士、コンサルタント等の専門家 
６．当社の会計監査人である監査法人に所属する公認会計士 
７．当社グループより多額の寄付(※5)を受けている者 
８．当社及び連結子会社の取締役・監査役・執行役員・重要な使用人の近親者(※6)であるもの 
９．近親者が上記１～７のいずれかに該当する者 
10．過去３年間において、上記１～８のいずれかに該当していた者 
11．前各号の他、当社と利益相反関係が生じ得る等、独立性を有する社外役員としての職務を果たすことが出来ない特段の理由を有している者 

なお、上記１～11のいずれかに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断した場合には、社外役員選任時にその理 
由を説明・開示する。 

※1 当社グループを主要な取引先とする者とは、当社グループの支払金額が取引先の連結売上高の２％を超える取引先。
当社グループの主要な取引先とは、当社グループの受取金額が、当社グループの連結売上高の２％を超える取引先。
※2 主要な借入先とは、当社グループの借入残高が直近事業年度末の当社連結総資産の２％を超える金融機関。
※3 大株主とは、直近事業年度末において、自己又は他人名義で、10％以上の議決権を保有する株主又は法人株主である場合はその業務執
行者。
※4 多額の金銭その他の財産上の利益とは、当社グループから、過去３事業年度の平均で、年間1,000万円を超える利益。
※5 多額の寄付とは、当社グループから、過去３事業年度の平均で、年間1,000万円又は寄付先の連結売上高の2％のいずれか大きい額を超え
る寄付。
※6 近親者とは、配偶者又は二親等以内の親族。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入



該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

当社は平成23年２月より社外取締役、社外有識者が過半数を占める報酬諮問委員会において、外部専門機関に依頼・調査した他社水準を考慮
しつつ、当社の取締役の報酬体系及びその水準を設定しています。 
 
取締役（社外取締役を除く）の報酬は、定額の「基本報酬」に加えて、会社の持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、業
績に連動する「賞与」、長期インセンティブの「株式報酬」により構成しています。 
また、社外取締役の報酬は、固定報酬（月額報酬）のみとしています。 
なお、退職慰労金制度は、平成16年に廃止しています。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成28年３月期に期中在任した10名の取締役に支払った報酬総額は360百万円、うち社外取締役３名に支払った報酬総額は30百万円となりま
す。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

１．取締役報酬の基本方針 
当社取締役の報酬の決定にあたっては、次の事項を基本方針としております。 
(1)報酬に対する透明性・公正性・客観性を確保するとともに、その役割と責任に値する報酬水準を設定する。 
(2)経営戦略に基づく業績連動報酬の導入により、経営目標達成に対するインセンティブを強化する。 
(3)中長期的な企業価値の向上を図り、株主の皆様と利益を共有できる報酬体系を目指す。 
 
上記方針に基づき、社外取締役、社外有識者が過半数を占める報酬諮問委員会において、外部専門機関に依頼・調査した他社水準等を考慮し
つつ、当社の取締役の報酬体系及びその水準を設定しています。 
取締役（社外取締役を除く）の報酬は、定額の「基本報酬」に加えて、会社の持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、業
績に連動する「賞与」、長期インセンティブの「株式報酬」により構成しています。 
また、社外取締役の報酬は、固定報酬（月額報酬）のみとしています。 
なお、退職慰労金制度は、平成16年に廃止しています。 
 
２．監査役報酬の基本方針 
監査役の報酬は、その役割を考慮し、優秀な人材を登用・確保するための固定報酬（月額報酬）で構成しております。 
なお、報酬の水準は、外部専門機関に依頼・調査した他社水準等を考慮しつつ決定しております。 
また、退職慰労金制度は、平成16年に廃止しております。 

社外取締役の支援体制として、内容に応じ秘書部とコーポレートコミュニケーション室グループ総務部が、社外監査役の支援体制として監査役室
が窓口となり、社内関係部署との調整にあたっています。 
 
取締役会事務局であるコーポレートコミュニケーション室グループ総務部が社外取締役及び社外監査役に対して、取締役会議題の事前説明を行
っており、「取締役会での議論に必要な追加情報」に関する要望その他説明が必要な事項の有無を確認し、必要に応じ、追加情報を準備し、さら
に事前の補足説明を実施しています。 
 
監査役会事務局である監査役室は、社外監査役が追加情報を求めた場合は、監査役室が関連する社内関係部署と調整の上、説明機会を設け
ています。 

＜現状の体制の概要＞ 
１．持株会社制 
競争力を充分に発揮できる経営体制が不可欠であることから、グループ各社が迅速な意思決定を行い、当社がグループ各社の業務執行を監督
する持株会社体制を採用しています。 
持株会社制の下、各事業会社には経験豊かで高い専門性を有する人材を取締役等として配置し、事業会社運営についての権限委譲を行い、機
能的で効果的な業務執行を行っています。 
 
２．監査役設置会社 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、監査役設置会社の形態を採用しており、取締役会と監査役により、取締役の職務執行の監督及び監査を行っております。また、複数名
の社外取締役を選任することによる取締役会の監督機能の強化、常勤の社外監査役の選任等による監査役の監査機能の強化を図っています。 
 
３．執行役員制 
当社は、迅速な意思決定と業務執行の責任と権限の明確化のため、取締役が経営の意思決定と業務執行の監督を、執行役員が業務執行を担
うことにより、経営と執行を分離する執行役員制を採用しています。 
 
４．その他 
法制上の機関とは別に当社グループ経営について、意見、アドバイス等を率直かつ自由に述べていただくため、各界の識者７名（男性６名、女性
１名）をメンバーとする「経営諮問委員会」を設置しており、平成28年３月期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）においては、４回の委
員会を開催しました。 
 
＜取締役会＞ 
持株会社である当社の取締役会では、グループ全体の経営方針や目標を定めつつ、当社グループ各社の経営及び業務執行を監督する役割を
担っています。 
取締役会メンバーの構成は、経験、知見、専門性、性別等において多様性を持つ構成としており、提出日現在で、取締役が男性９名、女性１名と
なっています。また、取締役10名のうち３名を社外取締役で構成し、実質的で活発な議論と、適切かつ迅速な意思決定と監督機能の一層の強化
を図っています。 
取締役会の諮問機関として、過半数を社外取締役・社外有識者で構成する報酬諮問委員会を設置しており、報酬に対する透明性・公正性・客観
性の確保等を目的として、当該委員会において、外部専門機関に依頼・調査した他社水準を考慮しつつ、取締役の報酬体系・報酬水準に関する
検討を行い、その結果を取締役会に答申しています。 
 
＜業務執行機能＞ 
当社グループ運営の基本となる案件は、代表取締役社長が議長を務め、常勤取締役、常勤監査役ほかをメンバーとする「グループ経営戦略会
議」で審議しています。なお、「グループ経営戦略会議」メンバーの構成は、男性10名となっております。 
 
＜監査機能＞ 
１．監査役監査 
監査役は男性５名で構成しています。 
監査役監査は、金融機関出身で常勤の社外監査役を中心に、社内の業務に精通した常勤監査役、独立性の高い社外監査役の体制で行ってい
ます。監査役監査を補佐する為に、監査役直属の監査役室を設置し、社長直属のグループ監査部や会計監査人と連携を取り、監査体制を強化
しています。 
 
２．内部監査 
社長直属のグループ監査部（計11名）が、当社及びグループ会社に対する業務監査、会計監査及び金融商品取引法における『財務報告に係る
内部統制報告制度』に対応した評価業務を独立・客観的な立場から実施しています。監査は年度計画に基づき実施する定例監査と、経営層の意
向等に基づき実施する非定例監査があり、定例監査は当社の各部署及びグループ会社に対するリスク分析に基づき公正・客観的な立場から監
査を行っています。 
監査結果は毎月社長へ報告し、監査役にも適宜報告しています。 
 
３．会計監査 
平成28年6月28日に開催された当社の第71回定時株主総会終結の時をもって、当社の会計監査人であった新日本有限責任監査法人は任期満
了となりました。これに伴い、新たに有限責任監査法人トーマツが選任されたため、今後、当社の監査業務は有限責任監査法人トーマツに所属
する公認会計士が執行いたします。 
 
＜指名機能＞ 
１．取締役 
取締役は、「航空事業を中心に多角的な事業をグローバルに展開するエアライングループ」としての適切な方針策定、意思決定、及び経営監督
強化の観点から、社内及び社外から、誠実な人格、豊富な経験や幅広い識見、高度な専門性を兼ね備えた者を候補者とし、航空法等の関連法
規の範囲内で、その性別、国籍等は問わないこととしています。 
社内取締役については、取締役会議長を務める会長、業務執行の最高責任者である社長、最高財務責任者に加え、グループの中核となる全日
本空輸株式会社の社長、グループ全体を統括する業務を担当する執行役員、グループ各事業に精通するグループ各社の取締役等から選任しま
す。 
社外取締役については、企業経営者としての豊富な経験に基づく実践的な視点を持つ者や、グローバルな視野や地域にねざした視点を有し、社
会・経済動向等に関する高い見識に基づく、客観的かつ専門的な視点を持つ者で、かつ当社からの独立性を有する者（別途定める「独立性判断
基準」に基づく）から複数名選任します。 
 
２．監査役 
監査役は、監査を通じて会社の健全な発展と社会的信頼の向上を実現するため、社内及び社外から、監査に必要となる豊富な経験と高度な専
門性を有する者を複数名選任し、その性別、国籍等は問わないこととしています。なお、財務・会計に関する適切な知見を有する者を１名以上選
任します。 
社内監査役については、会社経営や財務・会計、法務、リスク管理、航空会社の事業運営等に関する知識や経験を有し、グループ内における情
報収集力を有する者から選任します。 
社外監査役については、企業経営者としての豊富な経験を有する者、社会・経済動向等に関する高い見識を有する者、財務・会計又は法務に関
する適切な知識を有する者等、様々な分野における高度な知見を有する者で、かつ当社からの独立性を有する者（別途定める「独立性判断基
準」に基づく）から選任します。 
 
＜報酬決定機能＞ 
当社の取締役に対する報酬は、株主総会で承認された金額の範囲内で、報酬諮問委員会の答申を受けて取締役会において決定します。 
報酬諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、その過半数を社外取締役・社外有識者で構成し、外部専門機関に依頼・調査した他社水準を考
慮しつつ、当社の取締役の報酬体系とその水準を策定します。 

当社グループは、公正・公平・透明なコーポレート・ガバナンスの徹底と、グループ間での効率的な事業運営を行うことによる企業価値の向上を図



るため監査役設置会社の形態を採用しております。また、当社では、取締役の任期を１年とするとともに、複数の社外取締役を選任しており、社
外取締役３名を含む10名から構成される取締役会が業務執行に対する適切な監督機能を発揮するとともに、社外監査役３名を含む５名から構成
される監査役会が、経営を監視し、会計監査人を含めた体制によりガバナンスに万全を期しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 原則として、株主総会の３週間前に発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定
極力、集中日を避けた開催に努めておりますが、会場の関係で、いわゆる集中日の開催とな
る場合があります。

電磁的方法による議決権の行使 採用しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

ICJ の運営する議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の英訳の作成を行っています。

その他

ホームページ上に株主総会招集ご通知、株主総会決議通知、株主総会の動画等の掲載を行
っ 
ています。 
http://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/shareholders/ 
http://www.ana.co.jp/group/en/investors/irdata/shareholders/

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、ホームページ上に掲載しています。 
http://www.ana.co.jp/group/investors/management/disclosure.html 
http://www.ana.co.jp/group/en/investors/management/disclosure.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催 全国各地において年10回程度実施しています。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎の決算説明及び中期経営計画の説明を行っています。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
欧米・アジア等において、年数回の個別訪問の実施や、投資家カンファレンス
に参加しています。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算短信・有価証券報告書・四半期報告書・アニュアルレポート・ファクト 
ブックの他、株式情報・財務データ・月次輸送実績等を掲載しています。 
また、決算説明会の解説付き資料、質疑応答要旨を掲載している他、決算 
説明会や株主総会の動画を配信しています（一部を除き英語でも提供）。  
http://www.ana.co.jp/group/investors/ 
http://www.ana.co.jp/group/en/investors/

IRに関する部署（担当者）の設置
財務企画・ＩＲ部にＩＲチームを設置し、経営戦略並びに決算内容の説明を通じ
て経営の透明性及び理解度を高める活動を行っています。

その他
全株主に向け、四半期毎に最新の経営情報やトピックスを掲載した株主通信
を送付しています。また、「株主様専用サイト」を通じて、情報提供を含めた対
話の促進に努めています。

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

ANAグループの役職員の行動準則である「社会への責任ガイドライン」を定め、ステークホルダ
ーとのかかわりの中であるべき行動を明示しています。当ガイドラインはＡＮＡグループ全役職
員に周知し、e-learningの全員受講等により、啓発活動を行っています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「環境に関する基本的考え方」を策定しており、平成20年には環境省より運輸業界で初めて全
日本空輸（株）が「エコ・ファースト企業」として認定されました。中長期環境計画「ANA FLY ECO 
2020」の実現に向けて、CO2排出量の低減やサンゴ再生プロジェクト「チーム美らサンゴ」等の
環境保全活動を継続しています。この他、社会貢献活動として災害復興支援をはじめ、様々な
活動を実施しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

上記「社会への責任ガイドライン」において適切で迅速な情報発信を行う旨を定めており、広く
社会とのコミュニケーションを行い、ステークホルダーに対して企業情報の適時適切な開示を行
うこととしています。開示すべき情報はすみやかにホームページ上で開示する他、重要な事象
においてはアニュアルレポートの中で報告し、冊子やホームページ等で公開しています。

その他

１．ANAグループ経営におけるCSRの推進は、コーポレートコミュニケーション室が担い、当該組
織において内部統制の統括に加え、環境・社会貢献に関わる活動を推進しています。また、AN
AグループのCSRの基本政策の立案・発議機関であるグループCSR推進会議の方針の下、各
グループ会社の経営層が責任者としてCSRを推進する体制としています。取り組みの詳細につ
いては、アニュアルレポートの中で報告し、冊子又はホームページで公開しています。 
http://www.ana.co.jp/group/csr/ 
http://www.ana.co.jp/group/en/csr/ 
２．当社の取締役の構成は、提出日現在で男性９名、女性1名となっております。 
３．当社グループでは、多様性を活かすという「チームスピリット」をグループ行動指針として掲
げており、人種・年齢・性別・価値観等の違いを超えて人財を活用すべく、ダイバーシティの推進
を重要な経営課題として取り組んでいます。 
とりわけ女性については、航空機のオペレーションや営業・サービス等多くの職場において、経
験と専門性を基に品質を支える主戦力として重要な役割を担っています。多様化が進むお客様
のニーズに対し、新たな商品・サービス戦略でお応えし、ブランド力を磨いていくためには、多様
な視点や感性、価値観が重要になると考えており、女性のさらなる活躍は不可欠なものとなっ
ています。 
女性が長期的かつ自律的にキャリアを描くための支援策や、仕事と家庭の両立をサポートする
ための環境づくりを、制度や仕組みの面からも進めており、今後も引き続き女性が組織の中核
となって活躍しやすい環境・風土の整備に取り組んでまいります。 
なお、当社には女性の取締役が１名いる他、グループ各社には女性の取締役が７名おり、うち
５名は代表取締役社長です。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

（１）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  
・「ＡＮＡグループ・コンプライアンス規程」を制定し、当社社長総括の下、常勤取締役及び常勤監査役で構成される「グループＣＳＲ推進会議」を設
置し、コンプライアンスに関する重要方針や重要事項を審議・立案及び推進します。ＡＮＡグループの役職員の行動準則となる「社会への責任ガイ
ドライン」を制定し、全役職員が閲覧できる環境を整備します。 
・ＡＮＡグループにおけるコンプライアンスに関する相談・通報窓口である「コンプライアンス・ホットライン」及びグループ内部監査を実施する「グル
ープ監査部」を設置し、コンプライアンス組織体制を整備します。 
・当社及び子会社におけるＣＳＲ活動の責任者として「ＣＳＲプロモーションオフィサー」、ＣＳＲ活動の推進者として「ＣＳＲプロモーションリーダー」
を配置して、コンプライアンスに関する役職員への啓蒙活動を実施するとともに、グループ内イントラネット上に専用ホームページを開設する等コ
ンプライアンス意識の浸透を図ります。 
 
（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
・取締役会をはじめとする重要な意思決定又は取締役に対する報告等、その職務に係る情報については、記録媒体方式の如何を問わず、法令
及び文書の作成・整理・保管及び廃棄に関する「文書管理規程」に則り管理を行い、取締役・使用人が検索・閲覧可能な状態で保管します。 
・監査役は、業務執行に関する重要な文書の回覧を受けるとともに、適時閲覧できることとします。 
・文書の保存・管理状況についてはグループ監査部が内部監査を行い、実効性を確保します。 
 
（３）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
・ＡＮＡグループにおけるトータルリスクマネジメントに関する基本事項を規定した「ＡＮＡグループ・トータルリスクマネジメント規程」を制定し、当社
社長総括の下、常勤取締役及び常勤監査役で構成される「グループＣＳＲ推進会議」を設置し、トータルリスクマネジメントに関する重要方針や重
要事項を審議・立案及び推進します。 
・当社及び子会社におけるＣＳＲ活動の責任者として「ＣＳＲプロモーションオフィサー」、ＣＳＲ活動の推進者として「ＣＳＲプロモーションリーダー」
を配置して、リスク管理活動を推進します。 
 
（４）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
・グループ経営理念を制定し、ＡＮＡグループの存在意義・役割を明確にするとともに、グループ経営ビジョンによって将来のグループとしての到達
目標を共有します。 
・グループ経営ビジョンの達成に向けて、グループ経営戦略等を策定し、これに基づいて役職員個々人の業績目標を設定する制度を導入しま
す。これにより達成すべき目標を明確化するとともに、目標の連鎖を図ることとする。また、それぞれの計画・目標は定期的にレビューを行うこと
で、より適正かつ効率的な業務執行を行います。 
・役割分担・業務執行権限と責任・指揮命令系統などを「業務分掌規程」「職務権限規程」等に規定し、役職員の権限や裁量の範囲を明確化しま
す。 
・執行役員制度を採用することにより意思決定の迅速化を図るとともに、業務執行上の重要な案件については、グループ経営戦略会議におい
て、合議制に基づく意思決定を行います。 
 
（５）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
・ 子会社の業務の遂行状況をグループ経営戦略会議の報告事項とします。 
また子会社の監査役による監査状況をグループ監査役連絡会の報告事項とします。 
ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
・ 「ＡＮＡグループ・トータルリスクマネジメント規程」に基づく、グループを包含したリスク管理・危機管理体制の構築を通じて、グループ経営の安
定性・効率性を高めます。 
・ リスク管理・危機管理体制の状況についてはグループＣＳＲ推進会議の報告事項とし、進捗管理を行います。 
・ 子会社におけるＣＳＲ活動の推進者であるＣＳＲプロモーションリーダーを対象として ＣＳＲプロモーションリーダー会議を定期的に実施し、リスク
管理、危機管理における情報共有・教育を行います。 
ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
・グループ経営理念に基づき、子会社のマネジメントに関する基本原則として「グループ・コーポレート・ガバナンス・ルール」を定めます。 
・「グループ・コーポレート・ガバナンス・ルール」に基づき、子会社各社と「グループ・マネジメント・ルール」を締結し、各社の業績目標達成のため
に必要な経営管理を行います。 
ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
・「ＡＮＡグループ・コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスの教育・啓蒙を推進します。 
・グループ内部監査を実施する「グループ監査部」を設置し、当社及びグループ各社の業務監査・会計監査を実施します。 
 
（６）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
・取締役は、監査役の求めに応じて監査役の職務を補佐する専任の組織として「監査役室」を設置し、必要な人員を配置します。 
 
（７）前号（６）の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項 
・監査役室の使用人は、監査役の指揮命令に服するものとし、その人事関係について取締役は、監査役と協議して行います。 
 
（８）当社の監査役への報告に関する体制 
イ．当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制 
・取締役及び使用人は、監査役に対して、取締役会・グループ経営戦略会議等の社内の重要な会議を通じて、コンプライアンス・リスク管理・内部
統制に関する事項を含め、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに職務執行状況等を報告します。 
・使用人は、「稟議規程」に基づく社内稟議の回覧を通じて、監査役に対して業務執行に関わる報告を行います。 
ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制 
・子会社における重要な事象については「ＡＮＡグループ・トータルリスクマネジメント規程」に基づき当社への報告を義務付け、報告された内容に
ついては当社が監査役に報告します。 
・当社常勤監査役と子会社各社の監査役は、「グループ監査役連絡会」を定期的に開催し、監査状況について報告及び情報交換を行います。 
・グループ監査部及び会計監査人は、適宜、当社の監査役に対して、子会社の監査状況についての報告及び情報交換を行います。 
・子会社の使用人等から「コンプライアンス・ホットライン」に相談・通報された内容を取りまとめ、重要項目についてはグループＣＳＲ推進会議及び



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

 

当社の監査役に報告を行います。 
 
（９）前号（８）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制  
・当社は、「ＡＮＡグループ・内部通報取扱規則」において、当該報告をしたことを理由として、当該報告者に対して不利な取扱いを行うことを禁止し
ます。 
 
（１０）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
・取締役は、監査役による監査に協力し、監査にかかる諸費用については、監査の実効を担保するべく予算を措置します。 
 
（１１）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
・取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため定期的に会合を開催するとともに、監査役は取締役会・グループ経営戦略会議などの重要な会
議に出席し、取締役の職務執行に関して直接意見を述べます。 
・取締役は、監査役とグループ監査部が連携を進め、より実効的な監査の実施が可能な体制の構築に協力します。 

（１）ＡＮＡグループの役職員の行動準則である「社会への責任ガイドライン」において、「各国・地域の法令やルールを守ります」を指針の一つとし
て示すとともに、「反社会的勢力との決別」に関する解説と具体的なアクション例を明記し、グループ内イントラネット上に公開、周知を徹底してい
ます。 
 
（２）体制面においては、政府の犯罪対策閣僚会議幹事会申し合わせによって策定された「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指
針」、各都道府県において制定されている「暴力団排除条例」並びに日本経済団体連合会企業行動憲章で求められている「反社会的勢力との関
係遮断」に基づき、社内体制の整備を進めています。「ＡＮＡグループ反社会的勢力対応規程」並びに「不当要求対応マニュアル」に基づき、グル
ープ全体の対応統括部署を本社部門に設置するとともに、グループ各社に「不当要求防止責任者」を幅広く配置し、担当部署・担当者を孤立させ
ることのないよう、組織的な対応体制を整えています。 
 
（３）反社会的勢力に対する情報の収集や管理は、対応統括部署が平時より警察署の組織犯罪対策課担当者や都道府県の暴力追放運動推進
センター、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会等を通して有効な情報交換を行い、そのデータを蓄積するとともに、企業を取り巻く危機の実態
や問題点を役員や部門責任者及び不当要求防止責任者にタイムリーかつ迅速に報告し、組織的に情報の共有を行っています。 
 
（４）反社会的勢力による不当要求がなされた場合は、対応統括部署に直ちに事案が報告されるとともに、外部専門機関とも連携し、グループとし
ての意思を統一し、組織的に対応しております。 
 
（５）グループ各社の外部取引に係わる契約書等への「暴力団排除条項」並びに「債権譲渡禁止特約」の順次導入を図っており、さらなる関係遮
断を強化しています。 
 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

――― 



コーポレート・ガバナンス体制 模式図 

取締役会 
 

取締役10名 
 

（うち社外取締役3名） 

社長 

グループ 

CSR推進会議 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ監査部 

ﾁｰﾌCSRﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｵﾌｨｻｰ 
（ｸﾞﾙｰﾌﾟ法務部担当役員／ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室長） 

(事務局） 
   ・ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室 

     ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ・CSR推進部 

     ｸﾞﾙｰﾌﾟ総務部 

   ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ法務部     

CSRﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｵﾌｨｻｰ・CSRﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾘｰﾀﾞｰ 

（各社・各部署のCSR推進者） 

株  主  総  会 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営戦略会議 

監査役／監査役会 
 

監査役5名 

 

（うち社外監査役3名） 

監査役室 

会計監査人 

選任／解任 選任／解任 選任／解任 

選任／解任 監督 

監査 

報告 

統括 

指示／監督 

指示／監督 

内部監査 

会計監査 

報告 

報告 

人事諮問委員会 

報酬諮問委員会 

経営諮問委員会 

諮問 

提案／報告 

上程／報告 



コーポレートコミュニケーション室 

グループ総務部 グループ広報部 

適時開示に係る体制 

各事業会社 

決定事実・発生事実・決算情報（子会社の情報を含む） 

ＡＮＡホールディングス 

経営会議 

取締役会 

グループ経営戦略会議 

開示情報の検討会議 

コーポレートコミュニケーション室、 

財務企画・ＩＲ部、当該案件に関係のある 

各事業会社、必要に応じて不定期開催 

適時開示（証券取引所） プレスリリース（記者クラブ） 

ANAホールディングス情報開示担当部署 


